回答書
１　貴社について
	法人名
	

	担当部署
	

	担当者
	

	連絡先（電話）
	

	連絡先（メール）
	



２　税務システム等の開発について
	質問
	回答

	（１）標準準拠システムを開発する予定はありますか。
	☐あり
☐なし
※なしの場合、質問は以上です。

	（２）標準システムの提供先自治体の想定はどの規模でしょうか。
	☐政令指定都市
☐中核市
☐特別区
☐その他市町村

	（３）北九州市では、令和１０年１月からの稼働を検討していますが、当スケジュールでの北九州市への提供は可能でしょうか。
	☐可
☐不可
	理由：


（例）SEリソース不足のため。


※不可の場合、質問は以上です。

	（４）サービス提供開始までに必要な準備期間（または契約締結が必要な時期）をご教示ください。
	カ月

	（５）サービス提供方法をご教示ください。
	☐ガバメントクラウド
　利用方式　　☐単独利用　☐共同利用
　クラウドサービス　☐Amazon Web Services
　☐Microsoft Azure
　☐Google Cloud
　☐Oracle Cloud Infrastructure
☐その他
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	（６）提供可能な税目ご教示ください。
　　（税務共通の機能を含む）
	☐個人住民税
☐法人住民税
☐固定資産税
☐軽自動車税
□統合収納管理（共通機能）
□統合滞納管理（共通機能）

	（７）標準化対象以外で（６）と併せて提供可能な税目や機能等をご教示ください。
	☐市たばこ税
☐鉱産税
☐入湯税
☐事業所税
☐環境未来税
☐特別土地保有税
☐宿泊税
☐市たばこ税手持品課税
☐土地評価システム
☐イメージ管理システム
☐その他
	




	（８）標準準拠システムにおいて、標準オプションの対応は可能でしょうか。
	☐すべて実装する
☐一部実装する
　　実装機能の決定方法
☐自社で独自に決定
☐自治体にヒアリングして希望の多いもの
☐導入自治体の希望に応じる
☐実装しない

	（９）その他、提案ができるものがあればご教示ください。
	


　
